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（ 年齢層別死因順位（2007年～2011年） 出典：人口動態統計）
1位 2位 3位 4位 5位

0歳 先天奇形等 周産期の病態 消化器系疾患、乳幼児突然死症候群、不慮の事故

1～4歳 腸管感染症、内分泌及び代謝疾患、神経系疾患、不慮の事故、その他の外因

5～9歳 悪性新生物、不慮の事故 － － －

10～14歳 先天奇形等 感染症等、悪性新生物、その他の外因 －

15～19歳 呼吸器系疾患、不慮の事故、自殺 － －

20～24歳 自殺 心疾患、不慮の事故、他殺 －

25～29歳 自殺 不慮の事故 脳血管疾患 悪性新生物、呼吸器系疾患

30～34歳 自殺 心疾患、脳血管疾患、その他 不慮の事故、他

35～39歳 自殺 悪性新生物 不慮の事故 心疾患 脳血管疾患、他

40～44歳 自殺 脳血管疾患 悪性新生物、心疾患 不慮の事故

45～49歳 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患、自殺 不慮の事故

50～54歳 悪性新生物 心疾患 自殺 脳血管疾患、不慮の事故

55～59歳 悪性新生物 心疾患 自殺 脳血管疾患 肝疾患

60～64歳 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患 肝疾患 自殺
65～69歳 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患 自殺 肺炎

70～74歳 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患 肺炎 呼吸器系疾患

75～79歳 悪性新生物 心疾患 脳血管疾患 肺炎 不慮の事故

80～84歳 悪性新生物 心疾患 肺炎 脳血管疾患 呼吸器系疾患

85～89歳 心疾患 悪性新生物 肺炎 脳血管疾患 呼吸器系疾患

90歳以上 心疾患 肺炎 悪性新生物 脳血管疾患 老衰

背景1：15歳～69歳までの年齢層において
上位5位以内の死因である

対策委員会設置の背景①
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対策委員会設置の背景②

（ １０万人あたりの自殺者数 出典：人口動態統計）

背景2：2006、2008、2009年は
国や府を上回る割合

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

松原市 23 19 24 19 25 28 17

大阪府 23 24 22 25 23 23 24

全国 24 24 23 24 24 24 23
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対策委員会設置の背景③

（ 図表３ : ③自損行為による救急搬送人員の推移 出典：救急搬送データ）
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自殺予防対策の必要性

10万人あたりでは約20人自殺で亡くなっている
（毎年約30人）

自損行為により年間60人以上が救急搬送されている

15歳～69歳までの年齢層において
上位5位以内の死因である
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自殺予防対策委員会の構成

《公益活動団体》

松原商工会議所

こころネット

《住民組織》

松原市障害者施策推進協議会

松原市民生委員児童委員協議会

松原市人権啓発推進協議会

《公的機関》
松原市地域包括支援センター徳洲会
松原市地域包括支援センター社会福祉協議会
大阪府藤井寺保健所
松原市（障害福祉課 地域保健課 産業振興課 人権交流室 ）

《ＮＰＯ法人》

介護支援の会 松原ファミリー

子育て支援ぽけっと

やんちゃまファミリーwith

委員構成
20名
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自殺に関する状況①

相談先があっても市役所や保健所などの公的機関及び
医療機関へ相談する割合が低い

出典：イベント時のアンケート（2017年度）

n = 454

（複数回答）
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自殺に関する状況②

家族や知人、友人に相談する割合が高い
相談された際に知識がないと

逆に自殺に追い込む対応をしてしまう可能性がある
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身近な人から「死にたい」と相談された時の対応

出典：イベント時のアンケート調査 （2017年度）

n = 454
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10万人あたり年齢別・男女別自殺者（2013～2017）
出典：内閣府自殺の統計

自殺に関する状況③

女性に比べ男性の自殺が多い
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40代、50代においては府より、
70代においては国・府に比べ自殺者の割合が大きい

10万人あたり年齢別・男性自殺者（2013～2017）
出典：内閣府自殺の統計

自殺に関する状況④
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自殺に関する状況⑤

性別だと、女性の方が多い。
年齢別だと、20代～40代が多い。
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性別年齢階層別自損行為救急搬送人員数割合
（2013～2017年度 平均） 出典：救急搬送データ（人）



自殺に関する状況⑥

多種多様な相談内容がある
統合失調症・うつ病をあわせると全体の4分の1である

相談内容

（件）0 5 10 15 20 25 30

家族の不和

生活苦

うつ病

身体疾患

失業

統合失調症

職場の人間関係

負債

自殺願望

学校の人間関係

自殺企図

環境の変化

事業不振

高齢者の介護疲れ

自死遺族

出典：自殺予防相談集計（2017年4月～2018年3月）
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自殺に関する状況⑦

自殺未遂歴がある人は約2割いる

出典：自殺予防相談集計（2017年4月～2018年3月）

相談者の自殺未遂歴の有無

ｎ＝52
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あ り
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な し
52％
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31％
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女性 8人



重点課題の決定

課題の整理

女性に比べ男性の自殺が多い

男性の40代、50代においては府より、

70代においては国・府に比べ自殺者の割合が大きい

自損行為は女性の方が多く、年齢別だと主に20代～40代に多い

公的機関及び医療機関へ相談する割合が低い

家族や知人、友人に相談する割合が高い。相談された際に

知識がないと逆に自殺に追い込む対応をしてしまう可能性がある

多種多様な相談内容がある

相談者の中で、自殺未遂歴がある人は約2割いる
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14



重点課題

課題④
自殺はいくつかの要因が複雑に絡み合う中で

発生の危険が高まる

課題③
男性の自殺率が高い原因が把握できていない

課題②
身近な人に相談する割合が高い。

正しい知識がないと、自殺に追い込んでしまいかねない

課題①
公的な相談機関や医療機関へ相談する人が少ない
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取組①
相談機関の周知・拡充

取組②
・ゲートキーパー養成講座を実施

・傾聴ボランティア養成講座を実施

取組④
関係機関との連携・
ケース検討会議の実施

方向性①
相談機関一覧を掲載し
た冊子の作成・配布

方向性②
ゲートキーパーの養成

方向性④
相談があった際、必要
な機関につなぐ

課題に対する取り組み

課題①

方向性③
アンケートを実施し、

情報収集

取組③
各種イベントにてアンケートを実施

課題②

課題③

課題④
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課題
対策

方向性 国・府レベル 市レベル 地域レベル

課題①
公的な相談機
関や医療機関
へ相談する人
が少ない

教育・啓発

・自殺対策計画
作成と推進

・市への
情報提供

・補助金の交付

・啓発冊子の
作成・配布

・母親のための
相談会、債務相
談の実施

・ＧＫ養成講座
・傾聴ボラン
ティア養成講座
等

規制
自殺対策基本法

(2016年改正)
自殺対策計画
(2018年策定中)

環境整備
こころの健康セ
ンターの設置及
び運営

レベル別の対策①

対策委員会の取組
・啓発冊子の作成、設置場所の提案
・啓発冊子の配布 ・相談会の実施
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課題
対策

方向性 国・府レベル 市レベル 地域レベル

課題②
身近な人に相
談する割合が
高い。
正しい知識が
ないと、自殺
に追い込んで
しまいかねな
い

教育・啓発

・自殺対策計画
作成と推進

・市への
情報提供

・補助金の交付

・ＧＫ養成講座
・傾聴ボラン
ティア養成講座
の実施

・ＧＫ養成講座
・傾聴ボラン
ティア養成講座
等

規制
自殺対策基本法

(2016年改正)
自殺対策計画
(2018年策定中)

環境整備
こころの健康セ
ンターの設置及
び運営

レベル別の対策②

対策委員会の取組
・ゲートキーパー養成講座の実施
・傾聴ボランティア養成講座の実施
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課題
対策

方向性 国・府レベル 市レベル 地域レベル

課題③
男性の自殺率
が高い原因が
把握できてい

ない

教育・啓発

・自殺対策計画
作成と推進

・市への
情報提供

各種イベントに
てアンケート調
査を実施

各種イベントに
てアンケート

規制
自殺対策基本法

(2016年改正)
自殺対策計画
(2018年策定中)

環境整備
こころの健康セ
ンターの設置及
び運営

レベル別の対策③

対策委員会の取組
・アンケートの作成及び

配布先の検討
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課題
対策

方向性 国・府レベル 市レベル 地域レベル

課題④
自殺はいくつ
かの要因が複
雑に絡み合う
中で発生の危
険が高まる

教育・啓発

・自殺対策計画
作成と推進

・市への
情報提供

関係機関との
ケース検討会議
の実施

関係機関との
ケース検討会議
の実施

規制
自殺対策基本法

(2016年改正)
自殺対策計画
(2018年策定中)

環境整備
こころの健康セ
ンターの設置及
び運営

レベル別の対策④

対策委員会の取組
・ケース検討会議の実施
・情報提供

20



・府による環境整備
（大阪府こころの健康総合センター 「こころのオアシス」参照）

既存の取組

大阪府こころの健康総合センターとは・・・
「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」第6条に

掲げられる「精神保健センター」であり、
精神保健福祉に関する中核施設として設置されている。

基本理念に・・・
「府民のこころの健康の保持
及び増進に努めるとともに、
精神障がい者の人権の尊重と
福祉の増進を目指す」ことを
掲げ様々な事業を実施している
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●自殺予防に関わる事業

既存の取組

自殺対策推進センター

自殺対策に関する情報の
収集・分析・提供

相談支援

自殺対策支援計画支援 連絡調整

保健所・市町村及び
民間団体への支援

人材育成事業

保健所・市町村等における自殺未遂者及び
自死遺族等支援への助言
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課題
公的な相談機関や医療機関へ

相談する人が少ない

目標
①相談機関を周知し自殺を予防する
②相談機関を拡充・充実させ、様々な悩みに対応
する

内容等

実施内容
①相談機関や、啓発冊子の作成・配布
②相談機関の拡充

財源
国、府、市

対象
市民、団体、企業など

活動
①啓発冊子を作成し、講座やイベント、関係団体
の窓口に設置

②相談窓口の拡充

人材
市、対策委員会、企業、各種団体

相談機関の周知・拡充①ー1
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2012年作成 2013年作成

●周知

ゲートキーパー養成講座、
講演会等で、必要性を伝えながら
冊子を配布。

啓発冊子等の作成・配布

2014年作成 ピンバッジ
ＧＫ養成講座受講者に配布

2015年作成
阪南大学に配布

相談機関の周知・拡充①ー2
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相談機関の周知・拡充①ー3

●周知

若年層向け啓発ティッシュ
の作成・配布NEW

表 裏

2017年
1,000個作成

・市民まつり 500個
・セミナー 150個
・市の演劇公演 350個
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●拡充

母親を対象にしたピアサロン
（継続 2012年度～）

家庭内でゲートキーパーの
役割を担っている母親を
サポートするための相談会

ピアカウンセラーが対応

母親による母親の
ための相談事業

ＮＰＯ法人
やんちゃまファミリー
withのスタッフにより、
月４回開催

実施場所
・ゆめニティプラザ
・はーとビュー

多重債務相談会
（継続 2013年度～）

誰に相談して良いか、悩
んでいる人向けに、解決
への道筋を作るために･･･
弁護士による
「借金のお悩み相談会」
2017年度 平日夜間
隔月に年６回開催

稼働率
（％）

相談機関の周知・拡充①ー4

62.5 59.1 60 62.5

37.5
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20

40

60

80
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●実績と計画

実績 計画

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

啓発冊子の
配布数

2,000部 2,800部 1,600部 910部 770部 4,194部 2,000部

対策委員会
の関わり

・啓発冊子の作成及び設置場所の提案

・啓発冊子の配布協力

相談機関の周知・拡充①ー5

新たな配布先
・医師会所属の病院に配布
・スライド25のとおり
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課題
公的な相談機関や医療機関へ相談する人が少ない

目標
啓発冊子をより多く配布し、相談につながる件数
を増やし、自殺者数・率を減らす

指標

意識・知識
啓発冊子の配布数の増加 （測定方法）

啓発冊子の配布数を
確認

態度・行動
①相談経路別件数の増加
②相談機関の周知度を向上

（測定方法）
①相談経路の確認
②アンケート調査

状況
①自殺者数・死亡率の減少
②自損行為者数・率の減少

（測定方法）
①自殺統計
②救急搬送データ

・取り組みの評価指標

相談機関の周知・拡充①ー6
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29

・取り組みの指標に基づく測定結果

相談機関の周知・拡充①ー7

2012 2013 2014 2015 2016 2017

啓発冊子の配
布数の増加

2,000部 2,800部 1,600部 910部 770部 4,194部

2012 2013 2014 2015 2016 2017

①相談経路別
件数の増加
②相談機関の
周知度を向上

①8件 ①109件 ①59件
②5％

①53件
②7％

①52件
②1％

2012 2013 2014 2015 2016 2017

①自殺者数・
死亡率の減少
②自損行為者
数・率の減少

①18人
(14.6人)
②44人
(35.4人)

①24人
(19.4人)
②66人
(53.4人)

①20人
(16.2人)
②47人
(38.2人)

①23人
(18.7人)
②40人
(32.8人)

①14人
(11.5人)
②38人
(31.3人)

①12人
(9.9人)
②28人
(23.2人)

◆状況

◆態度・行動

◆意識・知識

注：自殺死亡率と自損行為率については10万人あたりの数字となっています



課題

身近な人に相談する割合が高い。
正しい知識がないと、
自殺に追い込んでしまいかねない。

目標
適切な対応ができ、必要な支援（相談機関）に
つなぐことができるゲートキーパーを増やす。

内容等

実施内容
ゲートキーパー養成講座を実施し、正しい知識の
習得を目指す。

財源 国、府、市

対象 市民、団体、企業など

活動 ゲートキーパー養成講座の受講及び促進

人材 市、対策委員会、臨床心理士など

こころの健康の促進及びゲートキーパーの養成②－1
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ゲートキーパー養成講座 累計受講者数

（人）

104 
321 

586 

1,066 

1,511 

1,985 
2,131 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

こころの健康の促進及びゲートキーパーの養成②－2
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薬剤師会理容師協会
NEW

こころの健康の促進及びゲートキーパーの養成②－3

●自殺のハイリスク者（男性）と接すことが多い団体に向けて
ゲートキーパー養成講座を実施
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こころの健康やＳＯＳの出し方をテーマにした講座資料を作成

中学２年生や市民対象に実施予定

こころの健康の促進及びゲートキーパーの養成②－4

中学生向け 大人向けNEW

33



実績 計画

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

役割理解
度

88.2％ 92.5％ 95.2％ 85.8％ 100％

ＧＫ養成
講座受講
者数

217人 265人 480人 445人 474人 146人 400人

対策委員
会の関わ
り

・実績と計画

・各委員の所属団体での受講 ・関係団体への受講や
出前講座での受講の推進

・新たな受講団体の検討・推進

こころの健康の促進及びゲートキーパーの養成②－5
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課題
身近な人に相談する割合が高い。正しい知識が
ないと、自殺に追い込んでしまいかねない。

目標
正しい知識を持ったゲートキーパーを養成するこ
とにより、地域で相談を聞くことができる人を増
やす。

指標

意識・知識 役割理解度の向上
（測定方法）
アンケート調査

態度・行動
①相談経路別件数の増加
②相談機関の周知度を向上

（測定方法）
①相談経路の確認
②アンケート調査

状況
①自殺者数・死亡率の減少
②自損行為者数・率の減少

（測定方法）
①自殺統計
②救急搬送データ

・取り組みの評価指標

こころの健康の促進及びゲートキーパーの養成②－6
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2012 2013 2014 2015 2016 2017

①自殺者数・
死亡率の減少
②自損行為者
数・率の減少

①18人
(14.6人)
②44人
(35.4人)

①24人
(19.4人)
②66人
(53.4人)

①20人
(16.2人)
②47人
(38.2人)

①23人
(18.7人)
②40人
(32.8人)

①14人
(11.5人)
②38人
(31.3人)

①12人
(9.9人)
②28人
(23.2人)

2013 2014 2015 2016 2017

①相談経路別件数の増加
②相談機関の周知度を向上

①8件
(8月以降)

①109件
②13.5％

①59件
②43.2％

①53件
②37.8％

①52件
②38.6％

2013 2014 2015 2016 2017

役割理解度の向上
88.2％
(n＝17)

92.5％
(n＝107)

95.2%
(n=83)

85.8%
(n=127)

◆状況

◆態度・行動

◆意識・知識

こころの健康の促進及びゲートキーパーの養成②－7

・取り組みの指標に基づく測定結果

注：自殺死亡率と自損行為率については10万人あたりの数字となっています
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課題
男性の自殺率が高い原因が
把握できていない

目標
男性に向けたより的確な予防を図るための
情報を収集する

内容等

実施内容 アンケート調査を実施

財源 市

対象 市民、団体など

活動 イベント等でアンケート調査を実施

人材 市、対策委員会

男性の意識把握③－1
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男性の意識把握③－2

２０１７年度より新たに商工会議所や、地域包括支援センター
薬剤師会に所属する薬局で実施することで、
より多くの男性の意識把握をすることができた

出典：イベント時のアンケート
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性別ごとの意識把握の割合
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男性からのアン
ケート回収率は前

年度比＋13％

n=150



（人）

男性の意識把握③－3

相談できる人や場所の有無 「あり」と答えた人の相談先（複数回答）
出典：イベント時のアンケート（2017年度）

・「相談できる人や場所がある」と答えた方は９割以上
・知人・友人、家族、仕事関係者に相談する割合が大きい

0 20 40 60 80 100

家族

知人・友人

仕事関係者

病院・診療所

民生委員

公的機関

その他

95%

5%

あり なし
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（人）

男性の意識把握③－4

身近な人から「死にたい」と相談された時の対応（複数回答）
出典：イベント時のアンケート調査（2017年度）

・説得、励ますといった間違った対応が約３割ある

0 10 20 30 40 50 60 70

説得・励ます

傾聴

相談先の紹介

その他
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・実績と計画

実績 計画

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

相談先の認
知度の向上

84％
(n=19)

92％
(n＝25)

95％
(n=134)

100％

対策委員会
の関わり

男性の意識把握③－5

・アンケートの作成及び配布先の検討
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課題
男性の自殺率が高い原因が
把握できていない

目標
男性に向けた的確な予防対策を図るための情報を
収集する

指標

意識・知識
相談先の認知度・

周知度の向上
（測定方法）
アンケート調査

態度・行動

状況 男性の自殺者数の減少
（測定方法）
自殺統計

・取り組みの評価指標

男性の意識把握③－6
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男性の意識把握③－7

2012 2013 2014 2015 2016 2017

男性の自
殺者数・
率の減少

13人
（21.8人）

18人
（30.1人）

13人
（21.8人）

16人
（27.0人）

10人
（17.0人）

5人
(8.6人)

2012 2013 2014 2015 2016 2017

相談先の
認知度・
周知度の
向上

84%
(n=19)

92％
(n=25)

95％
(ｎ=134)

◆状況

◆態度・行動

◆意識・知識

・取り組みの指標に基づく測定結果
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課題
いくつかの要因が複雑に絡み合うこ
とで自殺に至る危険性が高まる

目標
・自殺につながる危険要因に対して適切な支援を
行う
・相談者を孤立させない

内容等

実施内容
関係機関にアンケート調査を実施
関係機関と連携しケース検討会議を実施

財源 市

対象 市、団体

活動
・半年に1回アンケート調査を実施
・ケース検討会議を実施

人材 市、対策委員会、各種団体

自殺予防支援④－1
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人権交流室

産業振興課
地域保健課

障害福祉課

教育委員会

福祉総務課

子ども未来室

地域包括支援
センター

商工会議所

保健所

一般科病院

救命救急
センター

警察署

精神科病院

消防署

子ども家庭

センター

地域医療のネットワーク

自殺予防対策委員会
（生活支援ネットワーク）NPO法人

こころネット

住民組織

高齢介護課

市担当課

自殺の原因は１つではないため、関係機関との連携が重要

自殺予防支援④－2
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ケース検討会議の実施

相談を受付けた際に、庁内において「つなぎ」が必要
と思われる案件であった場合に、当該相談者の今後の
対応について、担当課および自殺対策委員会事務局４
課で情報を共有するケース検討会議を実施。

事例１：Ａさんの相談。
身体・精神疾患を持ち自殺企図のある娘と本人の身体疾患
などの悩みがある。
娘に対し、見守り・健康チェック・話し相手を目的とした
訪問看護を導入することになった。

事例２：Ｂさんの相談。
息子のことで相談。うつ・精神疾患・自殺未遂や母への暴力が
ある。
本人に対し、精神福祉手帳の取得、障害者就活支援を紹介した。

自殺予防支援④－３
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・相談件数の実績

実績

2012 2013 2014 2015 2016 2017

相談件数 34件 98件 59件 53件 52件

対策委員会
の関わり

・ケース検討会議の実施

・相談事例の提供

自殺予防支援④－４
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課題
いくつかの要因が複雑に絡み合うことで自殺に至
る危険性が高まる

目標
・自殺につながる危険要因に対して適切な支援
を行う

・相談者を孤立させない。

指標

意識・知識 相談内容の把握と分析
（測定方法）
保健所、市役所、
相談支援機関の統計

態度・行動

・危険要因を軽減する
ために関係機関に
つなげる

・丁寧にくりかえし面談
を行う

（測定方法）
保健所、市役所、
相談支援機関の統計

状況 自損行為者数・率の減少
（測定方法）
救急搬送データ

・取り組みの評価指標

自殺予防支援④－５
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自殺予防支援④－６

2012 2013 2014 2015 2016 2017

自損行為者
数・率の減
少

44人
(35.4人)

66人
(53.4人)

47人
(38.2人)

40人
(32.8人)

38人
(31.3人)

28人
(23.2人)

2012 2013 2014 2015 2016 2017

個別相談の
継続

44件 151件 131件 119件 100件

2012 2013 2014 2015 2016 2017

相談件数の
増加

34件 98件 59件 53件 52件

◆状況

◆態度・行動

◆意識・知識

・取り組みの指標に基づく測定結果

注：自損行為率については10万人あたりの数字となっています
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現在の課題

課題③
昨今問題となっている、若年層に対する
自殺予防の取組を行う必要がある

課題②
より多くの男性に対する意識把握のアンケート実施と、

それに対する取り組みを行う必要がある

課題①
啓発冊子の設置をハイリスク者が多くいる企業や高齢者、

悩みを抱える人に対して行う必要がある
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今後の予定

予定②
より多くの男性にアンケート調査を行うための配布先を
検討し、また、啓発活動を実施し正しい知識の普及に努
める

予定①
対策委員会の委員と協力し、啓発冊子などを企業や団
体、病院などに設置していただけるよう働きかけをして
いく

予定③
・若年層向けに作成した研修資料を基に、中学生に向け
て啓発活動を実施

・若年層の参加が見込まれる市民まつりなどのイベント
時に啓発物品を作成し配布する
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ご清聴ありがとう
ございました

大阪初！セーフコミュニティ国際認証都市まつばら
「みんなでつくる 安心・安全なまちづくり」
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